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１．はじめに

我が国の多くの多目的ダムでは、湛水に伴い出現す
る貯水池やダム下流河川において流水環境の変化、周
辺環境の変化等により水質に様々な変化が生じること
から、水質汚濁に係る環境基準項目をはじめとした水
質の監視や水質の中長期的なトレンドを把握するた
め、水質調査を実施している。水質調査に基づく監視
やトレンド把握を行っていると、冷・温水現象、濁水

長期化現象、富栄養化現象といった水質変化現象が顕
在化する場合もある。この水質変化現象が利水や生物
の生息生育環境に悪影響を及ぼす場合には、それらは
水質障害として認識され、この障害を回避・軽減する
ための対策が実施される。

こういったダム貯水池における水質に関する一連の
取り組みは、ダム貯水池水質調査要領（平成8年1月（財）
ダム水源地環境整備センター）や曝気循環施設及び選
択取水設備の運用マニュアル（案）（平成17年10月国
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ダム貯水池の水質の状態監視や水質問題が発生した際の調査方法や検討方法、対策実施後の効果確認方法
については、公表されたマニュアル等に基づき各ダムで工夫しながら実施してきた。しかし、これらマニュ
アルも公表から時間が経過したため、環境基準との整合や新技術・新たな知見の取り込み等を行い、内容を
更新する必要があった。また、これまで現場で蓄積されたノウハウを取りまとめてマニュアル化することを
求める現場ニーズも増えてきた。

これらの背景を踏まえて、ダム貯水池の水質に係る 4 編のマニュアル等が平成 27 年 3 月〜令和 3 年 5 月
に順次公表されている。今回のマニュアル等の公表にあたっては、原因解明から対策検討、効果確認といっ
た一連の調査検討の流れを取り入れた点、貯水池の水質状況に応じて調査内容を適宜見直していく点等、重
要な要素が取り入れられている。本報では、これらの近年公表されたマニュアル等について各々の概要や特
徴を紹介するとともに、各マニュアルの作成に際して重要と考えられるポイント等について解説した。
キーワード：水質調査、水質改善対策、気泡式循環装置、水質シミュレーション

Each dam has devised and implemented methods for monitoring the water quality of dam reservoirs, investigating 
and examining water quality problems when they occur, and confirming the effectiveness of measures after they are 
implemented, based on published manuals. However, since a long time has passed since the publication of these manuals, 
it has been necessary to update the contents of these manuals by harmonizing them with environmental standards 
and incorporating new technologies and new knowledge. In addition, many people in the field have requested that the 
accumulated know-how be compiled into a manual. Based on this background, four manuals on water quality in dam 
reservoirs were published in sequence between March 2015 and May 2021. In publishing these manuals, important 
elements were incorporated, such as the flow of a series of investigations, from clarification of causes to consideration of 
countermeasures and confirmation of effects, and the fact that the content of investigations can be revised as necessary 
according to the water quality conditions of reservoirs. This report introduces the outline and a characteristic of these 
recently published manuals, and explains the points that are considered important in preparing each manual.
Key words：Water quality survey, Water quality improvement measures, Bubble plume circulator, Water quality simulation



4

土交通省河川局河川環境課）といった公表マニュアル
等を参考にこれまで行われてきた。

しかし、これらマニュアル等が公表されてから10年
以上が経過しており、その間に環境への関心の高まり
等の社会情勢の変化、水質汚濁に係る環境基準の改定、
ダム貯水池における水質変化現象の多様化、調査研究
の進展、ダム貯水池の水資源としての重要性や水環境
保全に対する社会的ニーズの変化等が進むとともに、効
率的な行政運営への要請、生物多様性や生態系の保全
といった自然環境の重要性の増大等の社会情勢の更な
る変化を背景に、より一層的確かつ効率的なダム貯水
池の水質管理が求められるようになった。国土交通省・
水資源機構・道府県においてダム管理を担当する職員
を対象として令和元年度に実施されたアンケート調査に
よると、近年はダム貯水池の水質管理を担当する職員
が減少傾向にあり、これまで現場で蓄積されたダム貯水
池の水質管理に関する技術の継承に困難な部分がある、
と回答した人は全体の51%にのぼっている。

以上の時代背景や現場ニーズに対応するため、国土
交通省では平成27年3月以降に以下4編のマニュアル
等を順次公表し、ダム管理現場での活用を促してきた。

■ダム貯水池水質調査要領（平成27年3月）
■ダム貯水池水質改善の手引き（平成30年3月）
■�ダム貯水池水質改善に向けた気泡式循環施設マ

ニュアル（案）（令和3年5月）
■�ダム貯水池水質改善に向けた水質シミュレーショ

ン活用のためのマニュアル（案）（令和3年5月）

本報では、これらの要領・手引き・マニュアルにつ
いてその概要を説明するとともに、マニュアル等を作
成するにあたって検討した事項や配慮した事項等につ
いて解説したものである。

なお、本報は、当財団が国土交通省から受託した業
務において各マニュアル等の作成に係る調査検討を
行った結果を取りまとめたものであり、本報で示した
4編のマニュアル等の概要については、参考文献1）に
おいても紹介されていることを付記する。

2．マニュアル等作成のポイント

本報で対象とする4編のマニュアル等の適用範囲は、
図-1に示すように、ダム貯水池において水質変化現
象が発生する前段階から発生後の要因推定、対策の検
討・導入、効果確認という一連の流れの各ステップに
及ぶものである。

各マニュアルを作成する際には、共通した考え方や
ポイント、特徴等がある。本章ではそのポイントにつ
いて解説する。

（1）実態・事例に基づく技術の形式知化
公表された一連のマニュアル等の作成にあたって

は、全国のダム貯水池における水質調査の実施状況や
導入されている水質改善対策の種類・規格等をアン
ケート調査により収集した。また、全国のダム貯水池
で実際に行われた水質改善対策の導入や効果確認に関
する調査検討報告書を収集した。

これらの貴重な情報を整理し、マニュアル等に盛り
込むことで、実際にダム貯水池の水質管理を行う現場
において求められるニーズや抱えている課題を解決す
る一助となるよう配慮した。

例えば、「ダム貯水池水質改善の手引き」に示した
水質改善対策の体系化については、既往の調査検討に
おいて手薄となる傾向が確認された対策導入後の効果
確認について、導入後概ね3年間は入念な調査と効果
確認を行うことの重要性について述べるとともに、具
体的な実施方法やPDCAサイクルを用いた管理方法に
ついて詳述した。

また、「ダム貯水池水質改善に向けた気泡式循環施
設マニュアル（案）」では、既往検討報告書において採
用された優良な効果確認方法の事例を掲載する等し
て、今後の検討に資する情報を提供した。

（2）水質データ等の整理を活用した客観的情報の提供
マニュアル等の作成にあたっては、実際に調査した

水質データや水質改善対策の施設規模、ダム貯水池の
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図-1 マニュアル等の適用範囲



5

基礎情報等を解析することによって得られた客観的な
情報も併せて提示することで、これまでのノウハウが
形式知化されたマニュアルになると考えた。そのため、
全国のダム貯水池から水質等のデータを収集し、それ
らを整理・解析した結果から、有益な情報を積極的に
掲載した。

例えば、「ダム貯水池水質調査要領」では、水質調
査計画において実施する調査の合理化手法を設定する
にあたり、全国ダム貯水池で実施された水質調査デー
タを収集するとともに各ダムで独自に取り組んだ合理
化手法等も収集し、合理化するか否かの判断方法を確
立して掲載した。

また、「ダム貯水池水質改善に向けた気泡式循環施設
マニュアル（案）」では、気泡式循環施設の施設規模を
設定する際の手法の1つとして経験則に基づく手法を示
すにあたり、全国の気泡式循環施設が導入されている
ダム貯水池の水質に関する情報（水温、藍藻類細胞密度、
湛水面積等）と気泡式循環施設の施設規模に関する情
報を収集・整理し、その中から施設規模設定に資する
関係性を分析して、その情報を資料編に掲載した。

（3）国内外の文献等整理による最新知見の紹介
マニュアル等の作成に際して、国内外の水質に関す

る文献等を整理し、ダム貯水池の水質管理や水質改善
対策の検討等に有益な情報を積極的に掲載した。

例えば、「ダム貯水池水質改善に向けた気泡式循環
施設マニュアル（案）」では、収集した文献等を取りま
とめ、気泡式循環施設による対策のターゲットとなる
藍藻類について生理生態的な特徴やアオコ・カビ臭・
毒素に関する知見を紹介するとともに、より詳細な知
見等については、資料編にも掲載した。

また、「ダム貯水池水質改善に向けた水質シミュレー
ション活用のためのマニュアル（案）」では、サブモデ
ルや入力条件、将来の気候シナリオの考慮の仕方等、
シミュレーションに関する最新知見を広く収集し、資
料編に掲載した。

（4）学識者・ダム管理者・設計者等からの意見聴取
マニュアル等の作成を進める過程で、学識者に助言

を求め、記載内容の学術的な確からしさの確認と、今
後の水質管理上の課題や展望を見据えた時に記載すべ
き事項等について提言を得た。各マニュアル等で助言
を得るために設置された委員会や委員は、各マニュア
ル冒頭に記されている。

また、以上の取り組みに加えて、今回公表されたマ
ニュアル等の主な読み手として想定されるダム管理者

や建設コンサルタント・水質改善施設を取り扱うメー
カー等の技術者を対象にアンケートや意見交換会を行
い、読み手にとって必要な情報を積極的に採り入れる
よう努めた。

特に「ダム貯水池水質改善の手引き」では、アンケー
ト等で得られた現場視点での疑問点等を参考に作成し
た用語解説やFAQを巻末に設けて、読み手が使いや
すいマニュアル等となるようにした。

3．ダム貯水池水質調査要領【平成 27 年 3 月
公表】2）

ダム貯水池水質調査要領（以下、調査要領）は、河
川法第3条の規定に基づく河川管理施設のダムのうち、
管理中のダム貯水池における水質調査に適用すること
を基本に作られたものである。

本調査要領の初版は昭和55年に発行されており、
その後、環境への関心の高まり等の社会情勢の変化、
水質汚濁に係る環境基準の改定、ダム貯水池における
水質変化現象の多様化と調査研究の進展、ダム貯水池
の水資源としての重要性や水環境保全に対する社会的
ニーズの変化に対応し、平成8年1月に改訂版が公表
されている。

今回、19年ぶりに行った再改訂では、水質汚濁に
係る環境基準等の改定にみられるように、より安全性
の高い良質な水源の確保や水生生物の保全等に対する
社会的ニーズの変化、水質変化現象に対応した必要な
水質調査の明確化と合理的な水質調査を促す必要性、
水質改善対策施設の導入が各現場で進んでいる現状を
踏まえた設備の適切な運用に必要な情報を取得する調
査の必要性等の観点から記載内容を見直した。以下に、
調査要領のポイントを3点挙げる。

（1）調査の枠組みの見直し
改訂前の調査要領では、調査の枠組みは「基本調査」

「対策調査」「詳細調査」に分類されており、各々、表
-1のような位置づけとされていた。

基本調査
主に水質汚濁に係る環境基準項目についてダム貯
水池の水質・底質の状況を監視し、その実態を経
年的、長期的に把握すること

対策調査

ダム貯水池において、利水面等に影響を及ぼす可
能性のあるダム貯水池特有の水質に係る現象(水質
変化現象)の発生により、実際に利水面や貯水池景
観面等に影響が及ぶ場合、その時の水質状況と要
因の把握及び影響の実態を踏まえた対策の検討、
立案の際に基礎資料を得ること

詳細調査
水質変化現象の発生が確認された場合、その詳細
な実態を迅速かつ的確に把握すること

表-1 改訂前の調査要領における調査の枠組み
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この枠組みでの調査は、水質変化現象の実態や要因
の把握、対応策の検討に際して必要とされる基礎的な
知見が不足している段階では有効であった。しかし、
それまでの調査検討実績に基づく水質変化現象や対策
に関する知見が蓄積された近年においては、この枠組
みでの水質調査では対策後の効果確認をするための調
査が「追跡調査」として示されてはいるものの、その
調査の具体については記載されていない。このため、
水質変化現象の発生時にその原因を解明するための調
査から対策実施後の水質改善効果を確認するための調
査までを一連の流れで実施できるよう、調査枠組みの
見直しが必要と判断された。

そこで、今回の再改訂では、後述する「ダム貯水池
水質改善の手引き」における考え方との整合も念頭に
置き、普段の貯水池水質監視の状況から問題発生時の
原因解明、対策実施後のモニタリングという一連の流
れを強く意識し、「基本調査」「詳細調査」「水質保全
設備管理運用調査」という3つの枠組みに見直しを行っ
た。各々の調査の位置づけは表-2に示す通りである。

また、旧調査要領と本調査要領における調査の枠組
みの違いを図-2に示す。

（2）水質調査計画の策定
これまでダム貯水池で実施されてきた水質調査は、

水質状況の監視や水質変化現象の実態把握・要因解明
を行うために一定の成果を上げてきた。

しかし、一時的に必要とされた調査が役目を終えた
後もそのまま継続されていたり、調査目的が不明確な
まま調査が継続されている事例が散見されていたりす
ることからもあきらかなように、ダム管理に携わる職
員の異動がある中では、調査目的や調査終了の判断が
曖昧になってしまうという課題がある。

そこで今回の再改訂では、各調査の位置づけや目的
を明確にし、定期的にその内容を見直しするシステム
として、水質調査計画の策定を新たに導入した。

水質調査計画は、ダム貯水池の水質調査を行う上で
注視すべき事項や、調査の合理化（効率化・重点化）
を測ることが可能と考えられる事項について、水質汚
濁対策連絡協議会等の場を活用して、利水者等から意
見を聴くとともに、その結果を踏まえて水質調査の基
本方針を立て、現時点で必要となる調査項目・調査地
点・調査深度・調査頻度や水質変化現象への対応計画
等を取りまとめ、学識経験者の意見を聴いた上で策定
することとした。

また、一度策定した水質調査計画については、ダム
等管理フォローアップ制度に基づく当該ダムのフォロー
アップ委員会（5年に1回実施）のタイミングでその内容
を見直すPDCAサイクルの考え方を導入することによ
り、各時点で適切な調査ができるようにした（図-3参照）。

以上に示した水質調査計画の策定及び定期的な見直
し作業を行うことにより、ダム管理者がダム貯水池の
水質特性等を理解したうえで水質調査を適切に行うこ
とが可能となるだけでなく、管理担当者が変わった場
合でも一貫した方針のもとで水質調査を行うことが期
待される。

基本調査

主に水質汚濁に係る環境基準項目についてダム貯
水池の水質・底質の状況を監視し、その実態把握
すること、出水によるダム貯水池の水質変化の監
視や水質への影響を把握するための基礎資料を取
得すること

詳細調査

ダム貯水池において水質変化現象の発生が確認さ
れた場合に、その現象の発生時及び発生後の詳細
な実態を迅速かつ的確に把握すること、影響の実
態を踏まえた対策の検討・立案に資する基礎資料
を取得すること

水質保全
設備管理
運用調査

水質保全設備の設置等を伴う対策を実施した場合
に効果の確認及び運用条件等の検証を行い、必要
に応じて運用見直しを行うために必要な基礎資料
を取得すること、管理段階における効果を継続的
に確認するために必要な基礎資料を取得すること

図-2 調査の枠組み見直しの経過（左：旧調査要領／右：本調査要領）

表-2 本調査要領における調査の枠組み
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なお、筆者は一部のダム貯水池において水質調査計
画の策定や見直しを行ったが、今のところ以上に示し
た理念は維持されているものと感じている。

 （3）水質調査結果整理様式の更新
改訂前の調査要領においても水質調査結果の整理様

式は提示されていた。
しかし、要領が書籍販売という形態をとっていたこ

と、各現場で独自の様式を採用している例が多かった
こと等から、その普及は十分とは言えない状況であっ
た。

以上を踏まえて今回の再改訂では、環境基準項目の
追加だけでなく現場での使い勝手に関する要望等も考
慮し、整理様式の更新を行った。特に植物プランクト
ン調査の整理様式については、現場では河川水辺の国
勢調査における動植物プランクトン調査を兼ねて実施
することとなったことも考慮し、両調査で統一した様
式のもと整理できるようにした。加えて、調査要領が
国土交通省のホームページで公表されることを踏ま
え、整理様式フォーマットも合わせて公表することと
し、現場での様式の活用を促した。

4．ダム貯水池水質改善の手引き【平成 30 年
3 月公表】3）

ダム貯水池水質改善の手引き（以下、手引き）は、
調査要領同様、河川法第3条の規定に基づく河川管理
施設のダムのうち、管理中のダム貯水池において水質
改善対策を行う際に適用することを基本に作られたも
のである。

本手引きは、ダム貯水池の水質改善対策を的確かつ
効率的に進めていくことを目的に、水質改善対策を実
施するにあたっての一連の工程を体系化するととも
に、各工程の基本となる検討事項等を取りまとめた。

本手引きの作成に際しては、全国のダム貯水池で実
施されている水質に係る検討事例を収集し、その中か
ら得られた好事例や課題とされる事例を参考にして執
筆することにより、現場で継続して実施していきやす
い内容となるよう配慮した。

以下に手引きのポイントを4点挙げる。

（1）水質改善対策の体系化・PDCAサイクルの適用
国土交通省 河川砂防技術基準 維持管理編（ダム編）

では、「ダム施設及び貯水池の維持管理は、計画の策
定（P）、状況把握（D）、分析・評価（C）及び対策（A）
のPDCAサイクルにより行うとともに、維持管理にお
いて得られたデータを蓄積し、計画的な維持管理に反
映することを基本とする」とされている。

本手引きでは、上記基準の記載を踏まえて、水質変
化現象が発生した際の緊急対応から、対策の検討・実
施、対策実施後の維持管理までを一連のプロセスとし
て体系化した（図-4参照）。

また、体系化したプロセスの各時点において適用す
るPDCAサイクルについても記載した。

例えば、水質改善対策の体系のうち「発生メカニズ
ムの推定」については、発生メカニズム自体が未解明
な部分も多いこと、対策に伴う副次的な作用がかえっ
て貯水池水質に悪影響を及ぼす可能性もあること等か
ら、発生メカニズムに関する仮説を立て、それを検証
し、必要に応じて仮説を修正することにより、その確
からしさを高めていくPDCAサイクルの導入が有効か
つ重要である。

また、維持管理プロセスにおける「効果確認」では、
貯水池特性の変化や流域特性の変化により水質改善対
策の効果の表れ方が変わる可能性もあることから、やは
りPDCAサイクルの導入によりそういった外的要因の変
化も踏まえて効果確認を継続していくことが重要である。

こういった理由から、PDCAサイクルを適用する優
位性・重要性について図解も交えて解説し、その適用
を促すこととした（図-5, 6参照）。

図-3 水質調査計画の策定とPDCAサイクル導入の概念図

図-5 発生メカニズムの推定に関するPDCAサイクルの概念図
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図-4 水質改善対策の体系化の概念図
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（2）順応的管理の導入
水質改善対策の種類や対象とする水質変化現象に

よっては、水質改善対策の効果がトレードオフの関係
となる場合がある。また、水質改善対策の実施は、時
に副次的な作用も生じさせることから、当初想定して
いなかった別の水質問題を引き起こす場合もある。こ
のような対策による相互作用や副次的に発生する影
響、ダム貯水池水質の将来予測等には不確定要素・不
確実性が含まれることが多い。

このため、対策検討の段階から水質変化現象や対策
の効果の不確実性を想定した対応策について予め検討
し、改善効果等のモニタリングを継続しながら段階的
に対策を実施する順応的管理（アダプティブマネジメ
ント）の導入を検討することが必要である。

本手引きでは、以上の考え方を念頭に置き、水質変
化現象の発生要因の推定や水質改善対策の検討を行う
上で重要となる不確実性の事例、現状の技術を踏まえ
た対応等、順応的管理の考え方について記載し、現場
での適用を促した。

（3）流域関係者との連携
ダム貯水池の水質改善対策は、水質変化現象の発生

源となる上流域の状況、ダム貯水池内或いは下流域で
湖水を利用する関係者の水質の受け止め方やニーズ
等、流域全体を対象として関係者と連携して取り組む
ことが重要と考えられる。

本手引きでは、以上の観点を踏まえて、流域関係者
との連携等の重要性や方法等について事例も交えて記
載した。

（4）学識者等からの指導・助言
ダム貯水池で発生する水質変化現象の中には、富栄

養化現象のように物理的・化学的・生物的な作用が複
雑に影響して発現する事象も多く、その詳細が未解明
な部分も多く残されている。

このため、ダム貯水池における水質改善対策を進め
ていく上では、そういった分野に造詣の深い学識者や
先進的な研究を行っている研究者等に協力を仰ぎ、ダ
ム貯水池での水質状況の把握や水質改善対策の妥当
性、対策導入により想定される影響等について適宜、
指導・助言が得られる体制を構築しておくことが重要
である。

本手引きでは、以上の現状を踏まえて、学識者等か
ら指導・助言を得る意義や目的についても記載した。

5．ダム貯水池水質改善に向けた気泡式循環施
設マニュアル（案）【令和 3 年 5 月公表】4）

ダム貯水池水質改善に向けた気泡式循環施設マニュ
アル（案）（以下、気泡式循環マニュアル）は、前項の
手引きに示されている水質改善対策の体系に基づき、
気泡式循環施設の設置・運用・効果確認の各ステップ
における標準的事項や留意事項を取りまとめたもので
ある。なお、平成17年に「曝気循環施設及び選択取水
設備の運用マニュアル（案）」5）（以下、旧マニュアル）
が公表されているが、この旧マニュアルは、気泡式循
環施設の運用方法と運用に伴う水質改善効果を確認す
る方法については記載されているものの、同施設の設
置方法についての記載がなかった。

このことから本マニュアルでは、設置・運用・効果
確認の一連の情報を盛り込むとともに、旧マニュアル
発行後に取得された水質データ等を用いた解析結果に
ついても掲載することとした。

なお、本マニュアルで取り扱う「気泡式循環施設」
とは、水温差（密度差）によって成層化したダム貯水
池において、気泡の浮力により貯水池中底層部の低水
温水塊を表層へ連行し、貯水池内に循環流を発生させ
ることにより、水温成層状況を変化させる機能をもつ
施設を指し、これまで各ダム貯水池では「曝気循環施
設」「曝気装置」等の名称で呼ばれてきたものである。
実際、旧マニュアルにおいては曝気循環施設というタ
イトルで公表されている。

気泡式循環施設は、底層嫌気化対策として導入され
る深層曝気施設のように湖水を曝気する（貯水池底層
の湖水を空気や酸素と接触させて溶存酸素（DO）濃度
を上昇させる）ことを主目的としていないが、両者の
名称に“曝気”という単語が含まれており、施設機能
を混同する可能性があることから、その違いを明確に
するために本施設の機能を端的に表す名称として「気
泡式循環施設」という呼称を敢えて採用した。以下に
気泡式循環マニュアルのポイントを3点挙げる。

図-6 効果確認に関するPDCAサイクルの概念図
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（1）藍藻類や気泡式循環施設に関する知見等の提供
気泡式循環施設を富栄養化対策として採用する際に

は、原因となる藍藻類の生理生態的な特徴やその現象
の発生メカニズム（発生源や主な増殖場所等）に関す
る情報や知見に基づき適用性を判断することが重要で
あり、場合によっては気泡式循環施設以外の対策を選
択するほうが適当な場合もある。

これまで藍藻類の生理生態的特徴については、ダム
管理者や技術者が個別に情報を入手して当該ダムでの
現象と照らし合わせる等してきた。しかし、この手法
だと情報量の偏りが生じる可能性が高い。

以上の現状に鑑み、気泡式循環マニュアルでは、藍藻
類の生理生態的特徴に関する情報を国内外の論文や書
籍等から収集し、それらを積極的に掲載することとした。

例えば藍藻類に関しては、最新の分類群に基づく属
レベルでの名称とアオコ・カビ臭との関係性について
整理するとともに、同じ藍藻類間でも属レベルの違
いで生態的特徴に違いがあることを示したり（表-3参
照）、藍藻類の1年の消長サイクルについて図を用い
て解説する（図-7参照）等して、藍藻類に関する基本
的な知識を提供するようにした。また、藍藻類の発生
に伴う水質障害としては、アオコ・カビ臭はよく知ら
れているところだが、これに加えて毒素についても基
礎的な事項を示すことで、注意喚起することとした。

また、気泡式循環施設に関しては、その効果は気泡
の吐出により生成される半径数十m程度の内部プルー
ムの範囲に限られていると誤解されがちだが、その効
果の神髄は外部プルームの移流拡散にあることを図解
も用いて今一度詳しく解説するようにした。

（2）�想定される影響やトレードオフの関係となる事象
の紹介

気泡式循環施設は、その稼働により貯水池内に強固
な循環混合層を形成することで、藍藻類の増殖抑制を
促す予防保全的な対策として知られているが、冷温水

表-3 藍藻類の種類と生態的・生理的特徴の違い

図-7 水質改善対策の体系化の概念図
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現象の発生、濁水長期化現象や底層嫌気化現象の促進
の可能性等、トレードオフの関係となる事象が存在す
ることも事実である。

こういった気泡式循環施設の稼働に伴い発生する可
能性のある現象について、その発生メカニズムや発生
する可能性のある条件等をマニュアル適用にあたって
の留意事項として図解も加えて詳しく明示すること
で、同施設の導入を検討する際の参考となるよう配慮
した。

例えば、濁水長期間現象の促進に関しては、以前よ
り出水中に気泡式循環施設を停止すると、出水後の急
激な水温上昇により表層付近に急激に水温躍層が形成
され藍藻類の増殖を十分に抑制できないという課題が
あるため、出水中も稼働を継続する等の対応が適当で
あるが、その反面、出水時に流入した濁質分の沈降を
阻害することとなり、湖内や下流河川での濁水長期化
を促進してしまう可能性があることを紹介している。
こういったトレードオフの関係が想定される場合と速
やかに濁質分の沈降が進み濁水長期化が発生しにくい
場合とで運用方法も異なることから、その判断の目安
や検討の方法等について詳述した。

（3）既往事例や文献等を活用した最新知見等の掲載
気泡式循環マニュアルでは、手引きに示された水質

改善の体系に沿って、水質改善対策の各段階における
概略的な検討方法等を本編に記している。本編は主に
ダム管理者が気泡式循環施設の導入や運用を行う際に
参考となる資料となることを念頭に作成した。一方、
資料編では、これに加えてより技術的・専門的な事項
を取り上げ、気泡式循環施設の導入検討や運用後の効
果確認に携わる建設コンサルタント等の技術者が参考
となる情報を積極的に盛り込むこととした。

例えば、藍藻類の生理生態に関する知見については、
国内及び海外の論文を収集・整理し、その中から検討
に際して有益となりうる知見を取りまとめ、掲載した。
具体的には、藍藻類の群体サイズと浮沈との関係につ
いて述べられた文献、藍藻類を含む藻類種と好適水温
の関係について整理された国内ダムでの整理結果等が
挙げられる。

また、気泡式循環施設の諸元設定方法については、
既往文献等において示されている手法に加えて、気泡
式循環施設が設置されているダム貯水池で計測された
水質データ等の解析結果から得られた経験的な関係式
や相関図等を示した（図-8参照）。

さらに、対策効果発現状況の確認に関しては、複数
のダム貯水池での調査検討結果を収集し、その中から

有益と考えられる調査方法やデータ整理方法の事例を
複数抽出し、その概要について示した。

6．ダム貯水池水質改善に向けた水質シミュ
レーション活用のためのマニュアル（案）【令
和 3 年 5 月公表】6）

ダム貯水池水質改善に向けた水質シミュレーション
活用のためのマニュアル（案）（以下、水質シミュレー
ションマニュアル）は、ダム貯水池において水質シミュ
レーションを用いた検討を実施する際に知っておくべ
き基本的な考え方や検討のプロセスを体系的に整理し
たものであり、ダム管理者が水質シミュレーションに
関する業務を発注する際に知っておくと非常に有益と
考えられる作業の流れを示したものである。

（1）水質シミュレーションの根幹となる考え方の記載
水質シミュレーションマニュアルでは、ダム貯水池

において水質シミュレーションを適用する主な場面と
して、以下3項目を挙げている。
①�冷温水現象、濁水長期化現象、富栄養化現象等に代

表されるダム貯水池で発現する水質変化現象の要因
を解明すること

②�発生している水質問題に対して効果的な水質改善対
策を検討すること

③�ダム貯水池の将来水質の予測を行い、水質管理目標
値を設定することや気候変動影響を検討すること
また、水質シミュレーションの実施手順を図に表す

とともに、各段階において必要となる考え方や水質シ
ミュレーションの実施に際して必要な情報（流入量、
放流量、水質データ等）を整理し示すことで、ダム管
理者が業務発注に際して必要とされる情報を把握しや
すいようにした（図-9参照）。

図-8 単位面積当たり空気量と7 〜 9月の平均水温との関係
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図-9 水質シミュレーションの実施手順
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（2）�水質シミュレーションに関する最新知見や事例の
掲載

水質シミュレーションマニュアルは、気泡式循環マ
ニュアル同様、本編に関してはダム管理者を対象（主
な読み手）と想定し、水質シミュレーションに関する
概略的な事項を分かりやすく記載するようにした。

一方、資料編では、実際に水質シミュレーションに
従事する建設コンサルタント等の技術者が検討する際
に参考となる情報として、シミュレーションのコアと
なる流動モデルに付加して計算するサブモデルの種類
やその概要について紹介したり、入力条件（SS沈降速
度、L-Q式等）に関する事例や気候変動を考慮する場
合の入力条件の設定事例、生態系モデルのパラメータ
設定に関する情報等を広く掲載した。

また、参考としてダム貯水池と類似した水質シミュ
レーションを実施している指定湖沼等における水質シ
ミュレーションの実施状況として、シミュレーション
の目的や種類、生態系モデルの内訳、入力条件の設定
方法等に関する情報を収集・整理し、取りまとめた結
果を掲載した。

7．まとめ

本報では、ダム貯水池における水質に係る各種作業
（水質調査、対策検討、効果確認）に関する最新の要
領や手引きに関して、その概要を紹介するとともに、
対策検討等の際に使用するツールの1つである水質シ
ミュレーションに関するマニュアルについてその概要
を紹介した。また、水質改善対策の1手法である気泡
式循環施設に関して、富栄養化対策として適用するに
あたっての基礎知識や選定・設計・効果確認にあたっ
ての基本的事項や留意事項を取りまとめたマニュアル
について紹介した。

これらマニュアル等については、今後の技術革新や
事例の蓄積により、その内容がブラッシュアップされ

るべきものであり、筆者は引き続きその動向について
も注視していきたいと考えている。

また、水質改善対策には、今回取り上げた気泡式循
環施設以外にも流動制御フェンス、選択取水設備等、
多くのダム貯水池で適用されているものも多く、それ
らに関しても同様にマニュアル化することで、技術の
伝承の一役を担うことが期待される。

なお、当財団ではその一環として「プロペラ式湖水
浄化システム設置・運用マニュアル（案）」を作成し令
和2年5月に当財団ホームページで公表した。ダム貯
水池の水質改善検討に従事される方には、必要に応じ
てこのマニュアルも参考にして頂きたい。

さらに、水質調査に関しても、環境基準項目の追加
が順次進められており、最近のトピックとしては底層
DOが追加されたところである。この底層DOに関しては、
現時点でダム貯水池への適用は行われていないが、適
用された場合の評価方法については議論の余地がある
ものと考えられ、評価方法の検討を行ったうえでマニュ
アル等の形で公表していく意義は高いものと考える。

当財団では、今後ともダム貯水池の水質調査・水質
改善対策に関する調査研究に取り組み、ダム貯水池の
水質管理に役立つ情報提供等に努めていく所存である。

謝辞
本報で紹介した4編のマニュアル等の公表に際して

は、学識者の皆様に活発な議論を頂き、多岐にわたる
指導や助言を頂きました（表-4参照）。

また、マニュアル等の作成に際しては、地方整備
局・水資源機構・地方公共団体のダム管理を担当する
職員の皆様からもユーザーの立場からの意見・提案を
頂きました。気泡式循環マニュアル・水質シミュレー
ションマニュアルの作成に際しては、建設コンサルタ
ントや水質改善対策施設を取り扱うメーカーの技術者
の方々との意見交換会を開催し、設計・施工の立場か
らの意見・提案を頂きました。

表-4 マニュアル等作成にあたりご指導頂いた学識者の一覧
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さらに、マニュアル等の検討及び執筆にあたっては、
国土交通省 国土技術政策総合研究所 河川研究部 水循
環研究室の西村宗倫主任研究官、国立研究開発法人 
土木研究所 水循環研究グループの對馬育夫主任研究
員をはじめ多くの皆様からご指導を頂きましたほか、
株式会社日水コンの塩見裕亮様・梶山泰弘様、パシ
フィックコンサルタンツ株式会社の東海林太郎様は、
マニュアル等の執筆に必要となる情報分析、検討等に
従事頂きました。

これら多くの皆様方に深く御礼申し上げます。
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